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日本電信電話株式会社 

日 本 郵 政 株 式 会 社 

NTTグループ(*1)と日本郵政グループ(*2)は、2015年9月1日、「防災及び災害対処活動に関する

NTTグループと日本郵政グループの相互協力に関する協定」を締結しました。 

電話などの重要通信の確保を責務とするNTTグループと、郵便局をはじめとするネットワークに

より郵便・貯金・保険のユニバーサルサービスの提供を責務とする日本郵政グループとが、平常時

の防災対策及び災害発生時の対処活動に関して協力することにより、被災地域の早期復旧を図り、

地域・社会の安心と発展に貢献することを目指します。 

【 協定締結の目的 】 

NTT グループ及び日本郵政グループは、災害対策基本法（昭和 36年法律第 223号）その他の法令に基

づいて、平常時から防災に関する協力体制を構築するとともに、災害発生時においては、被災地域の早

期復旧を図り、被災者への安心に貢献するために、相互協力を実施する。 

【 協力事項 】  

(1) 災害発生時は協力体制の下、対処活動に取り組むことにより、被災地域の早期復旧を図り、地域・ 

社会の安心と発展に貢献することを目指す。

(2) 平常時から、相互の防災及び災害対処活動に関する協力体制を構築し、不測の災害発生に備える。 

(3) その他、双方の協議において必要とされる事項が発生した場合は、目的を逸脱しない範囲において 

協力する。 

【 具体的な協力内容 】 

(1) 災害発生時の対処活動に関すること 

・被災者の安心に貢献する対処活動の実施に関する協力 

・復旧作業用資機材の保管場所の提供 

・復旧作業に携わる社員への宿泊場所等の提供 

(2) 平常時の防災対策に関すること 

    ・防災物品の保管場所等の提供 

(3) 防災機能の向上に関すること 

 ・合同防災訓練、合同勉強会等の開催等 

(*1)【NTTグループ】 

日本電信電話株式会社（代表取締役社長 鵜浦博夫）、東日本電信電話株式会社（代表取締役社長 山村雅之）、

西日本電信電話株式会社（代表取締役社長 村尾和俊）、株式会社NTTドコモ（代表取締役社長 加藤薰）、NTT
コミュニケーションズ株式会社（代表取締役社長 庄司哲也） 

(*2)【日本郵政グループ】 

日本郵政株式会社（取締役兼代表執行役社長 西室泰三）、日本郵便株式会社（代表取締役社長兼執行役員社長 

髙橋亨）、株式会社ゆうちょ銀行（取締役兼代表執行役社長 長門正貢）、株式会社かんぽ生命保険（取締役兼

代表執行役社長 石井雅実） 

以 上  

「防災及び災害対処活動に関する相互協力」の協定締結について

■日本郵政株式会社 

・総務部危機管理室【報道関係以外の方】

電話：03-3504-4794（宮尾・小山内） 

・広報部報道担当【報道関係の方】 

電話：03-3504-4162

【 お 問 い 合 わ せ 先 】 

■日本電信電話株式会社 

・災害対策室 

電話：03-6838-5226（中川・池田） 

・広報室 

電話：03-5205-5550


